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はじめに 

  

常滑市では、これまで豊かな競艇事業収入に支えられ、市政の様々な分野で高

いサービス水準を維持してきましたが、近年、競艇事業の売上げは激減しており、

また、中部国際空港に関連したまちづくり事業に伴う市債償還もあって、財政は

厳しさを増してきました。 

そこで、平成２１年１月に「行財政改革アクションプログラム推進手法」など

の計画を策定し、行財政改革に取り組んできましたが、米国に端を発した世界的

な同時不況の影響により、社会経済は大きな打撃を受け、本市の財政は更に厳し

くなり、危機的とも言える状況となっています。 

しかしながら、こうした状況においても、市の発展のためには、まちの魅力を

高めていく取組は必要であり、子育て支援事業や観光振興事業、土地区画整理事

業などの施策を推進することが求められています。また、懸案事項である市民病

院の移転新築については、地域医療を将来にわたって確保し、市民の健康を守る

ことが極めて重要であると考え、平成２７年度の開院を目指すこととしました。 

こうしたことを踏まえ、財政構造を建て直し、健全な行財政運営の実現に向け

て『常滑市行財政再生プラン２０１１』を策定し、新たな行財政改革に取り組む

こととしたものです。 

本プランの策定に当たっては、常滑市行政改革推進委員会による「事業仕分け」

といった新たな手法も取り入れ、こうした意見も尊重しながら検討を進めて参り

ました。 

「空港と共生した“明るく元気なとこなめ”」を実現するためには、市民の皆様

とともに本プランを推進することが重要であると考えております。 

市民の皆様の御理解と御協力を賜りますようよろしくお願いいたします。 

 

 

平成２３年２月 

 

常滑市長  片 岡 憲 彦  
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第１章 目的 

１ 背景 

常滑市は、非常に厳しい財政状況の中、平成２１年１月に「常滑市中期財政計画」（以

下「中期財政計画」という。）、「行財政改革アクションプログラム推進手法」（以下「推

進手法」という。）を策定し、徹底的な行財政改革に取り組むとともに、臨時的財政措

置を最大限活用し財政運営を行ってきました。 

しかし、世界同時不況の影響などにより更に厳しい財政状況となった平成２２年度当

初予算の編成結果を踏まえ、「中期財政計画」の歳入歳出収支見込みについて、臨時的

財政措置を考慮せずに再試算した「財政中期試算」(平成２２年５月公表)では、平成２

３～２５年度の３年間で約３０億円の財源不足が見込まれることとなりました。 

 

 

 

【財政中期試算】 （単位：百万円）

H21年度 H22年度
当初予算 当初予算

14,908 13,860 13,645 13,562 14,067

市 税 11,519 11,085 11,355 11,270 11,784

（うち空港関連税収） (4,015) (3,971) (3,974) (3,893) (4,068)

ボ ー ト 繰 入 金 500 500 600 600 600

そ の 他 2,889 2,275 1,690 1,692 1,683

4,362 5,100 5,908 4,817 4,643

交 付 税 ・ 譲 与 税 1,091 1,043 1,043 1,043 1,043

国 ・ 県 支 出 金 1,712 2,698 2,570 2,539 2,611

地 方 債 1,559 1,359 2,295 1,235 989

19,270 18,960 19,553 18,379 18,710

H21年度 H22年度
当初予算 当初予算

8,694 9,050 9,099 9,175 8,979

人 件 費 5,123 4,524 4,393 4,374 4,117

扶 助 費 1,763 2,647 2,687 2,727 2,768

公 債 費 1,808 1,879 2,019 2,074 2,094

5,757 5,625 5,654 5,552 5,587

2,636 2,052 3,480 2,073 2,441

2,183 2,233 2,488 2,552 2,582

19,270 18,960 20,721 19,352 19,589

0 0 △ 1,168 △ 973 △ 879

H23年度 H24年度 H25年度

H23年度 H24年度 H25年度

　

《歳　　入》

投資的経費

《歳　　出》

自主財源

依存財源

歳入合計

歳入歳出差引

歳出合計

その他

義務的経費

消費的経費
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平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、財政健全

化に関する４指標が定められましたが、「財政中期試算」における収支見込に基づき財政健

全化指標を試算すると次の表のとおりとなり、「実質赤字比率」が平成２４年度決算で「早

期健全化基準」を上回り、平成２５年度決算では「財政再生基準」を上回ることが予測さ

れます。 

財政健全化に関する４指標のうち１つでも「早期健全化基準」を上回れば、市は「財政

健全化計画」を策定し、自主的な改善努力による財政健全化を進めることになります。同

様に、「財政再生基準」を上回れば、国県の関与により「財政再生計画」を策定し、実質的

に国県の監督下に置かれて行財政運営を行うことになります。 

こうした財政に関する予測値を踏まえ、「常滑市行財政再生プラン２０１１」(以下「再

生プラン」という。)を策定することとしたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 厳しい財政状況を招いた原因の分析 

厳しい財政の現状とこうした財政状況を招いた原因を整理し、「財政危機の原因と対

策」（平成２２年８月公表）として取りまとめました。 

その中で、財政危機を招いた原因について、以下の７点を取り上げました。 

①競艇依存体質で、身の丈以上の行政サービスを実施 

②競艇事業収入が激減（Ｈ１１～） 

③行政のスリム化に着手せず 

④借金等でしのぎつつ、空港関連の大規模投資（Ｈ１１～）を推進 

⑤もともと「貯金」の習慣がない 

⑥病院赤字の拡大（Ｈ１４～） 

⑦空港税収への過度の期待 

 

 

【財政健全化指標の試算】 （単位：％）

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度
（決　算） (見　込) (見　込) (見　込) (見　込)

－ － 9.91 17.69 20.82 13.01 20.00

－ － 2.18 9.91 13.53 18.01 40.00

9.2 11.1 14.5 16.7 17.8 25.0 35.0

205.9 213.6 210.4 198.5 172.8 350.0 －

※「早期健全化基準」「財政再生基準」はH21年度決算を基に算出

財政
再生基準

実質公債費比率

将来負担比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

早期健全
化基準
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参考資料として添付した「１ 市税・競艇事業収入の推移」（２４ｐ）を見ると、過

去においては競艇事業収入が大きなウエイトを占めていたことが、また「２ 市債残高

の推移」（２４ｐ）からは、空港関連事業等により市債残高が増加していることがわか

ります。 
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第２章 これまでの取組 

１ 経緯 

本市では、平成２０年５月にまとめた「今後の財政運営の考え方」において、今後４

年間に約７５億円の財源不足が見込まれることが予測されました。 

このことを踏まえ、平成２１年１月に「常滑市中期財政計画」、「行財政改革アクショ

ンプログラム推進手法」及び「第４次常滑市定員適正化計画」を策定し、徹底的な行財

政改革に取り組んできました。 

 

２ 平成２１年度の行財政改革に関する取組効果額 

平成２１年度に各種関連計画に基づき行財政改革に取り組んだ結果、計画策定時に見

込んだ約１１億７千万円に対し約１１億円の効果額を生み出すことができました。 

 （資料）「平成２１年度 行財政改革に関する取組結果について」（平成２２年７月公表）から抜粋（一部調整） 

○「推進手法」の取組効果額            （単位：千円） 

実績 （見込額） 達成率 

1,105,589 （1,169,824） 94.5% 

○効果額の大きな取組[効果額がプラス又はマイナス１億円以上の項目を抜粋]   （単位：千円） 

取組項目 取組結果（概要） 効果額 

内陸部工業用地の売却 久米字西仲根に企業を誘致（1件：7,009.82 ㎡）      112,858 

市有財産の処分・活用 
土地の売却、隣地への払下げ等の財産売払収入

（30件：8,212.39 ㎡） 
152,825 

競艇事業関係 競艇事業会計から一般会計へ５億円を繰入れ 300,000 

定員適正化計画の推進 第４次計画に基づく職員数の削減 155,400 

公立病院改革プランの 

推進 

改革プランを推進したが、一般会計から約１０

億５千万円の繰出しが必要となったもの 
△161,565 

職員給与などの見直し 特別職、一般職の給与及び手当を減額 263,509 

○その他主要な取組                             （単位：千円） 

取組項目 取組結果（概要） 効果額 

指定管理者制度の活用 

４公民館・図書館で公募による指定管理者制度

を導入。制度導入済施設のうち、市民文化会館、

市体育館などで公募を実施 

△92,550 

人件費を含んだ 

全体の効果額は 

72,800 

大曽公園常滑プール（屋

外）などの閉鎖 
大曽公園常滑プール（屋外）とミニ牧場を閉鎖 17,384 

市民アリーナの閉鎖 市民アリーナを閉鎖 16,283 

交通災害共済事業の廃止 
交通災害共済事業を廃止（平成２１年度は見舞

金支払いのみ） 
5,411 
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第３章 基本方針 

１ 基本的な考え方 

行政サービスを本市の身の丈に合った水準に改め、安定した財政運営の基礎づくりを

進めます。 

 

２ 計画期間 

再生プランの計画期間は、平成２３～２７年度の５年間とします。 

 

３ 目標 

（１）一般会計の財源不足解消 

「財政中期試算」では、一般会計において平成２３～２５年度の３年間に、約３０

億円の財源不足が生じるものと予測しています。また、平成２６・２７年度において

も、厳しい財政状況が続くものと考えられます。 

徹底的な行財政改革を行った上で、財源不足額については所要の臨時的財政措置を

講じることにより、計画期間中の各年度において赤字が生じないことを目標とします。 

 

（２）長期債務残高の抑制 

本市の全会計の市債残高と、市が将来的に金銭の負担をしなければならない債務負

担行為額を合計した長期債務残高については、本来、圧縮が求められますが、市民病

院の移転新築に伴い多額の市債発行が必要となるため、平成２７年度末では平成２２

年度決算見込額の約６２０億円以下に抑制することを目標とします。 

 

（３）財政健全化指標の改善 

財政健全化に関する４指標の目標は、以下のとおりとします。 

① 実質赤字比率 

普通会計ベースで赤字が生じないことを目標とします。 

② 連結実質赤字比率 

全会計の連結ベースで赤字が生じないことを目標とします。 
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③ 実質公債費比率 

計画期間中において２０％（※）を超えないことを目標とします。 

※実質公債費比率の早期健全化基準＝２５％ 

 

④ 将来負担比率 

将来負担が低く弾力的な財政運営を行うためには、１００％以下とすることが望ま

しいとされていますが、市民病院の移転新築を進めることを考慮し、平成２７年度末

では、平成２２年度決算見込みを超えないことを目標とします。 

 

（４）財政調整基金の確保 

財政調整基金については、地方財政法第７条の規定により、毎年度の決算剰余金の

１／２は基金に積立てることが義務付けられています。また、国県の指導では標準財

政規模の５％以上の財政調整基金残高を確保することが必要とされており、平成２２

年度の標準財政規模（１１７．１億円）で、その５％は５．９億円になります。 

現状では、決算時に剰余金の１／２を積立てても翌年度には財源不足を補てんする

ため取り崩さなければならない状況であり、平成２２年度末における残高見込みは３

億円となっています。 

安定した財政運営を行うためには、財政調整基金を一定額確保することが不可欠で

あるため、計画最終年度において標準財政規模の５％を上回る１０億円の残高を確保

することを目標とします。  
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第４章 目標達成に向けた具体的方策 

１ 一般会計の財源不足解消に関する取組（行財政改革関係） 

再生プランでは、これまでの「推進手法」の取組５０項目と新たな項目を再整理して、

８分類５５項目の行財政改革について取り組みます 

なお、この取組項目の方向性等を定める過程で、一部の項目については、常滑市行政改

革推進委員会（※１）による「事業仕分け」を実施しました。市では、その結果を尊重し

ながら検討を加え、市として改めて方針（※２）を定めました。 

（※１）常滑市行政改革推進委員会 

行政改革の推進に関する助言等を行う外部委員会として、市内各界・関係諸団体の代表や被推薦者、

公募市民によって毎年組織しています。平成２２年度は委員９名、アドバイザー３名の計１２名で構成

しました。 

（※２）参考資料「４ 事業仕分け結果に係る市の検討結果」（２５ｐ）を参照 

 

（１）行財政改革取組内容 

行財政改革に係る取組内容の概要については、以下のとおりです。 

個別項目の取組内容及び効果額等は、別表「取組項目一覧」（１７ｐ）に記載 

 

Ａ：職員人件費（５年間の目標効果額／計 ３，７３５百万円） 

 これまでにも、職員給与の削減や各種手当を見直すとともに、職員定員の適正化に向け

て職員数を削減することで、人件費の削減に努めてきました。 

今後の財源不足を補うためには、これまで以上の取組が必要であることから、更なる給

与削減を図るとともに、正規職員数の削減に取り組む中で、再任用職員等の活用を検討し

ます。 

 

Ｂ：投資的事業（５年間の目標効果額／計 １，２７９百万円） 

 投資的事業は、事業の効果や必要性を改めて見直す中で、事業の繰延べ等を実施し、計

画期間中の事業費削減に努めます。 

繰延べ等を実施する事業は、多屋線道路改良事業、常滑駅周辺土地区画整理事業、公共

下水道事業などです。 
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Ｃ：施設（５年間の目標効果額／計 ６６３百万円） 

 公共施設の利用状況等を再確認し、利用者の尐ない施設や一定の役割を終えたと考えら

れる施設については、閉鎖や統廃合を検討・実施します。 

 なお、事業仕分けで「廃止」と判定された「市民文化会館」と「消防署空港出張所」に

ついては、施設の運営内容等を見直しながら継続することとします。 

 

Ｄ：事務事業（５年間の目標効果額／計 ７８９百万円） 

 事業の見直しや廃止等を行うことで、事務事業に係る経費を削減します。特に、受益者

負担については、今後、家庭ごみの有料化を検討するとともに、施設使用料、保育料の見

直し等を行うこととし、単年度当たり１億５千万円の効果額を計上しています。 

 

Ｅ：イベント・行事等（５年間の目標効果額／計 ５０百万円） 

 市が主催する事業や行事について見直しを行います。 

「敬老会」、「市民運動会」については、行事の在り方を再検討し、市が主催する行事と

しては廃止することとします。 

 

Ｆ：補助事業（５年間の目標効果額／計 ９１百万円） 

 各種団体等が主催する事業に対して市が一定額を負担する各種補助事業について、補助

額や支出方法等を見直すとともに、一部の事業については、財政状況が改善するまでの間

は休止することとします。 

 

Ｇ：収入増加策（５年間の目標効果額／計 ５５０百万円） 

 財源不足を補うためには、歳出の削減と併せて歳入の確保が必要となります。税収の確

保のために、これまで以上に税の収納率向上に努めるとともに、将来の安定した財政運営

に不可欠な税収確保のため、企業誘致にも引き続き取り組みます。 

 モーターボート競走事業特別会計では、競艇事業収入が落ち込む中で経営の合理化に取

組み、計画に基づいて一般会計への繰入れを行います。 

 

Ｈ：行政組織等（５年間の目標効果額／未計上） 

 今後、職員数の削減が進む中で、適切な市民サービスを維持できるよう、行政組織を見

直します。 

また、より効果的な職員研修や人事交流の実施により、職員の資質向上に取り組みます。
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○目標効果額一覧                           （百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～効果額の基本的な考え方～ 

Ａ：職員人件費 

①給与削減分：本来の給料・手当等からの削減額 

②定員削減分：平成２２年度の当初と比較した職員数の減員により発生する削減額 

以上を合計して効果額を算出しています。なお、幼・保育園と消防出張所の統廃合に係る職員の減員

による効果額は、施設の統廃合に係る効果として「Ｃ：施設」に計上しています。 

Ｂ：投資的事業 

平成２２年度当初予算時点の各年度事業費と、見直し後の計画の事業費の差額を算出しています。 

Ｃ：施設 

 平成２２年度当初予算の事業費と統廃合等実施後の施設の運営経費、幼・保育園と消防関係職員の減

員による人件費の差額を算出しています。 

Ｄ：事務事業、Ｅ：イベント・行事等、Ｆ：補助事業 

 平成２２年度当初予算の事業費と事業内容等を見直した後の事業費との差額を算出しています。 

Ｇ：収入増加策 

 平成２２年度当初予算の収入額と取組を見直した後の収入額との差額を算出しています。 

競艇事業から一般会計への繰入額は、継続的な経営改善により５～６億円／年を見込みますが、既に

本プラン策定前からの計画値であるため、効果額には計上していません。 

Ｈ：行政組織等 

効果額は算出が困難なため計上していません。 

※上記効果額の算出方法は、項目によって異なる場合があります。 

項目数 H23 H24 H25 H26 H27 計

職員人件費 2 643 751 774 772 795 3,735

（①給与削減分） - (493) (470) (445) (436) (445) (2,289)

（②定員削減分） - (150) (281) (329) (336) (350) (1,446)

B 投資的事業 5 247 353 443 166 70 1,279

C 施設 13 61 105 121 164 212 663

D 事務事業 15 26 181 190 196 196 789

E イベント・行事等 4 10 10 10 10 10 50

F 補助事業 8 16 17 18 20 20 91

G 収入増加策 6 41 80 119 143 167 550

H 行政組織等 2 0 0 0 0 0 0

55 1,044 1,497 1,675 1,471 1,470 7,157

分類

A

計
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２ 長期債務残高の抑制に関する取組 

一般会計では、新規の普通建設事業は原則として着手しないこととし、事業費の削減、

事業の繰延べにより市債発行を抑制します。 

下水道事業特別会計では、年間整備面積を大幅に圧縮すること等により市債発行を抑制

します。 

常滑東特定土地区画整理事業特別会計では、保留地処分を平成２８年度中に完了する計

画とし、保留地処分の状況に応じて市債の繰上償還を行います。 

 

３ 財政健全化指標の改善に関する取組 

（１） 実質赤字比率 

再生プランに基づく行財政改革と臨時的財政措置により、一般会計等において実質赤

字が生じないよう財政運営を進めます。 

（２）連結実質赤字比率 

水道事業会計、市民病院事業会計、モーターボート競走事業会計は、それぞれの経営

計画に基づき、適切な財政運営を進めます。 

その他の特別会計は、経費の削減、合理化に努めた上で、所要の一般会計繰出金を確

保することにより、適切な財政運営を進めます。 

（３）実質公債費比率 

一般会計、公共下水道事業特別会計、常滑駅周辺土地区画整理事業特別会計における

投資的事業を繰延べ等することにより市債発行額を抑制します。 

（４）将来負担比率 

長期債務は、市民病院の移転新築関係を除き大幅に削減することとし、新市民病院は、

将来負担比率に配慮した適正規模とします。 

常滑市土地開発公社については、民間売却可能土地の早期処分を進めます。 

職員削減により、退職手当負担見込額の削減を進めます。 

 

４ 財政調整基金の確保のための取組 

行財政改革に関する取組を進めるなどして、一般会計において可能な限り財源を捻出し、

財政調整基金に積立てします。 
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第５章 今後の収支見込み 

１ 収支見込みの前提条件 

今後の収支見通しは、以下の考え方で主な歳入歳出項目について見直しを行うととも

に、前章における「目標達成に向けた具体的方策」を盛り込んだ上で、再試算します。 

（１）歳  入 

① 市 税 

・ 税目ごとの積上げにより算出します。 

・ 市民税、固定資産税では、平成２５年度には概ね世界同時不況以前に回復するもの

と見込みます。 

・ 空港対岸部への大規模商業施設は、平成２６年度課税開始を見込みます。波及効果

が現れるのは具体的な施設計画が公表された後になると考え、限定的に見込みます。 

② ボート繰入金 

・ 平成２２年６月にまとめた「第３次常滑競艇経営合理化計画」に基づき算定します。 

③ その他自主財源 

・ 使用料及び手数料で、受益者負担金見直し効果額を見込みます。 

・ 財産収入では、未利用財産の売却処分を積極的に進める方針に変更はありませんが、

効果額は売却実績を考慮した額とします。 

④ 交付税・譲与税 

・ 平成２２年度から普通交付税交付団体となったため、平成２２年国勢調査人口を推

計した数値を基に算定します。 

⑤ 国・県支出金 

・ 扶助費の増加に伴う国・県支出金の増加を見込みます。 

・ 普通建設事業充当分は、歳出に計上した投資的事業に基づき個別に積上げます。 

⑥ 地方債 

・ 普通建設事業充当分は、歳出に計上した投資的事業に基づき個別に積上げます。 

・ 臨時財政対策債は、平成２２年国勢調査人口を推計した数値を基に算定します。 
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（２）歳  出 

① 人件費 

・ 職員数は、年度ごとの定年退職予定者数や正規職員及び再任用職員の採用予定者数

等の試算に基づき算定します。 

・ 給与引き下げ等による人件費の臨時的な削減効果額を見込みます。 

② 扶助費 

・ 尐子、高齢化対策などに伴い増加傾向が続くものと予測されることから、過去の推

移等を参考に年１．５％の伸び率を見込みます。 

③ 公債費 

・ 過去の市債に係る償還については、個別の償還計画により見込みます。 

・ 計画期間中の市債については、歳入における発行額に基づき、償還予定額を見込み

ます。 

④ 消費的経費 

・ 物件費及び補助費等においては、認定子ども園の新設、情報システム最適化事業な

どの新規施策の所要額等を加算して見込みます。 

・ 市民病院繰出金（補助金）は、「市民病院改革プラン」で定めた経営改善指標が達

成できるよう、所要の財源補てん額を見込みます。 

⑤ 投資的経費 

・ 新規事業は、極力、見送り又は繰延べとしましたが、消防本部の移転新築について

は、災害対応の拠点として必要なことから、平成２３年度で建設費を見込みます。 

⑥ その他 

・ 繰出金は、特別会計ごとに計画期間中の所要額を積上げます。 

・ 市民病院繰出金（出資金）は、平成２７年度に新市民病院が開院する計画とします。 
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２ 一般会計歳入歳出収支見込み 

一般会計歳入歳出収支見込みの将来推移について、前項の｢収支見込みの前提条件｣に

基づき見直した上で、再生プランの「効果額」を加えて改めて試算した結果は、下表の

とおりです。 

８分類５５項目の行財政改革を進めてもなお財源不足が生じますが、次項のような

「臨時的財政措置」を講じることにより、計画期間中の各年度において収支の均衡を図

ります。 

また、将来の安定した行財政運営のために「財政調整基金」の確保にも努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《歳　　入》 （単位：百万円）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
（当初予算） (2011) (2012) (2013) (2014) (2015)

13,860 13,330 13,486 14,099 14,454 14,390

市 税 11,085 11,059 11,124 11,738 12,198 12,134

（うち空港関連税収） (3,971) (3,876) (3,736) (3,888) (4,197) (4,159)

ボ ー ト 繰 入 金 500 600 600 600 500 500

そ の 他 2,275 1,671 1,762 1,761 1,756 1,756

5,100 6,175 5,264 4,817 4,304 4,446

交 付 税 ・ 譲 与 税 1,043 1,367 1,356 1,222 1,078 1,087

国 ・ 県 支 出 金 2,698 2,638 2,530 2,483 2,326 2,376

地 方 債 1,359 2,170 1,378 1,112 900 983

18,960 19,505 18,750 18,916 18,758 18,836

《歳　　出》

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
（当初予算） (2011) (2012) (2013) (2014) (2015)

9,050 8,663 8,581 8,514 8,464 8,696

人 件 費 4,524 3,963 3,788 3,570 3,456 3,685

扶 助 費 2,647 2,678 2,718 2,759 2,800 2,843

公 債 費 1,879 2,022 2,075 2,185 2,208 2,168

5,625 6,075 6,089 6,114 5,992 6,373

2,052 3,148 1,833 1,619 1,403 1,465

2,233 2,571 2,697 2,731 2,871 3,058

18,960 20,457 19,200 18,978 18,730 19,592

0 △ 952 △ 450 △ 62 28 △ 756

0 966 798 486 284 756

0 14 348 424 312 △ 239

300 314 662 1,086 1,398 1,159
財政調整基金
年度末残高

財政調整基金 積立額

歳入歳出差引①－②

（財源過不足額）

②歳出合計

臨時的財政措置 

その他

義務的経費

消費的経費

　

投資的経費

自主財源

依存財源

①歳入合計
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３ 臨時的財政措置 

年度間の財源調整と、安定した財政運営を進めるため一定の財政調整基金を確保する

こととし、以下の臨時的財政措置を講じます。 

① 財政調整基金の活用 

基礎的な財政力を確保し、各年度間の財政収支の差を均衡化するため、基金残高の

確保に努め、後年度における臨時的財政措置の財源として活用します。 

② 陶業試作訓練所移転事業基金の活用 

陶業試作訓練所は、陶芸研究所と統合化を図ることから、統合化の取組完了後、基

金残額を一般財源として活用します。 

③ 下水道基金の活用 

公共下水道事業は、多額の将来負担を要する事業であることから、将来負担を見据

えた上で基金を有効活用していくことが重要となりますが、計画期間中の下水道事業

特別会計の財源不足額について、将来負担に配慮しながら一部を下水道基金の取崩し

により対応し、一般会計繰出金の減額を図ります。 

④ 行政改革推進債の活用 

平成２３年度で計画している消防庁舎移転新築事業では、地方債の通常充当率は、

７５％となっていますが、残りの２５％に行政改革推進債を充当することにより、一

般財源の負担軽減を図ります。 

⑤ 退職手当債の活用 

退職手当債は、団塊世代の退職金支払いに対する平成２７年度までの特例措置とし

て法的に認められており、臨時的な財政措置として活用します。 

なお、退職手当債は財政運営上、望ましいものではなく、財源不足を埋めるために

やむを得ず活用するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【臨時的財政措置】 （単位：百万円）

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
(2011) (2012) (2013) (2014) (2015)

臨時的財政措置 966 798 486 284 756

（内訳）

財政調整基金の活用 - - - - 239
陶業試作訓練所移転事業基金の活用 - 100 - - -
下水道基金の活用 216 213 211 209 207
行政改革推進債の活用 250 - - - -
上記の元利償還金 - △ 5 △ 5 △ 36 △ 36
退職手当債の活用 500 500 300 200 500
上記の元利償還金 - △ 10 △ 20 △ 89 △ 154
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４ 財政調整基金残高の見込み 

財政調整基金残高の将来見込みは、下表のとおりとなります。 

再生プランに基づく行財政改革を進めるとともに、臨時的財政措置を講じることによ

り、計画期間中の平成２４～２６年度では財政調整基金に積立てる財源を確保すること

が可能となり、計画最終年度においては標準財政規模の５％を上回る約１１．６億円の

残高が確保できる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

５ 長期債務残高の見込み 

長期債務残高の将来見込みは、下表のとおりとなります。 

投資的事業の抑制や、常滑東特定土地区画整理事業における保留地処分を確実に進め

る一方で、市民病院の移転新築を進めるため、長期債務残高は平成２６年度までほぼ横

ばいで推移しますが、計画最終年度では減尐し約５９３億円となり、平成２２年度決算

見込額を下回る見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長期債務残高の見込み】
（単位：百万円）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
（決算見込） (2011) (2012) (2013) (2014) (2015)

48,498 49,037 49,460 49,907 51,975 50,070

一般会計 21,260 22,484 23,629 22,897 21,316 20,768

特別会計 23,901 23,430 22,465 21,432 20,326 19,267

企業会計 3,337 3,123 3,366 5,578 10,333 10,035

13,560 12,861 11,975 11,096 10,167 9,247

62,058 61,898 61,435 61,003 62,142 59,317合　　計

市　　債

債務負担行為

【財政調整基金残高の見込み】 （単位：百万円）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
（決算見込） (2011) (2012) (2013) (2014) (2015)

基金 積立額 - 14 348 424 312 -

基金 取崩額 - - - - - 239

基金 年度末残高 300 314 662 1,086 1,398 1,159
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６ 財政健全化指標の見込み 

財政健全化４指標の将来見込みは、下表のとおりとなります。 

実質公債費比率は、平成２３年度から市民病院特例債の元金償還や常滑地区ニュータ

ウン内公益的施設用地取得費の一部元金相当分の支払いが始まることなどにより、上昇

することが予測されますが、計画最終年度においては、早期健全化基準の２５％を下回

り、約１９％となる見込みです。 

将来負担比率については、市民病院の移転新築に伴う起債等により平成２６年度末で

は２２４．０％となり、平成２２年度決算見込みとほぼ同水準となりますが、一般会計、

下水道事業特別会計などで投資的事業を極力抑制する計画であるため、計画最終年度に

おいては平成２２年度決算見込みを下回る見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

７ 義務的経費の見込み 

歳出削減が困難な退職手当や各会計への繰出金等の義務的経費に係る計画期間中及

びそれ以降の将来見込みは、下表のとおりとなります。 

計画期間中を含め平成３０年度まで合計額に大きな変化はない見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【財政健全化指標の見込み】 （単位：％）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
（決算見込み） (2011) (2012) (2013) (2014) (2015)

－ － － － － －

－ － － － － －

11.2 14.4 16.6 17.6 18.3 19.2

225.2 210.5 210.8 208.8 224.0 211.7将来負担比率

実質公債費比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

【義務的経費の見込み】 （単位：百万円）

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

(2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018)

退職手当 774 760 584 474 782 540 408 342

退職手当債等償還金 14 29 127 225 288 330 350 406

県営土地改良事業元利補給補助金 443 444 439 431 423 119 92 66

愛知用水二期事業負担金 90 90 90 90 90 90 90 90

ニュータウン公益的用地取得費 332 332 332 389 389 389 389 389

下水道特別会計繰出金 723 834 900 955 1,003 1,210 1,210 1,210

下水道基金繰入運用金償還金 390 390 390 390 390 390 253 76

市民病院会計繰出金 1,191 1,134 1,078 921 946 1,037 937 953

計 3,957 4,013 3,940 3,875 4,311 4,105 3,729 3,532
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別表：取組項目一覧 
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常滑市行財政再生プラン２０１１取組項目

年度 （千円）

◆A 職員人件費◆

H23 493,200

H24 470,400

H25 444,600

H26 435,600

H27 445,000

計 2,288,800

H23 150,340

H24 280,630

H25 328,860

H26 335,750

H27 349,530

計 1,445,110

◆B　投資的事業◆

H23 36,721

H24 52,705

H25 22,975

H26 26,775

H27 26,775

計 165,951

H23 63,469

H24 22,993

H25 117,206

H26 7,441

H27 -98,715

計 112,394

H23 79,850

H24 146,390

H25 146,240

H26 146,990

H27 146,990

計 666,460

H23 2,050

H24 4,400

H25 2,950

H26 3,600

H27 4,450

計 17,450

H23 64,698

H24 126,636

H25 153,310

H26 -18,612

H27 -9,050

計 316,982

◆Ｃ　施設◆

H23 413

H24 921

H25 921

H26 921

H27 921

計 4,097

●23年度
・22年度分の繰越工事のみを実施します。
●24～27年度
・県道大府常滑線以西の用地・物件補償を1～2件/年に抑えます。

全体計画を見直し、事業を繰延べしま
す。

1

常滑駅周辺土地区
画整理事業

2

4

職
員
課

3

市
街
地
整
備
課

●23～27年度
・事業計画・スケジュールを見直し、全体事業費及び本計画期間にお
ける事業費の削減に努めます。
●23～25年度
・物件補償を1～3件/年に抑えます。

5

土
木
課

職
員
課

全体計画を見直し、事業を繰延べしま
す。

多屋線
道路改良事業

『第5次常滑市定員適正化計画』を策
定し推進します。

卖年度の整備面積を縮小します。

縮小・繰延べ・見直しを実施します。

公共下水道事業
（汚水）

卖年度の整備面積を縮小します。

下
水
道
課

公共下水道事業
（雨水）

下
水
道
課

●23～27年度
・整備面積を5ｈａ/年に抑えます。
・一部地域について、合併浄化槽事業の導入の可能性を検討します。

●23～27年度
・整備面積を5ｈａ/年に抑えます。
●23～27年度
・一部地域で防災目的の浸水対策事業を実施します。

7
財
政
課

その他の投資事業

●23年度～
・その他の投資事業の縮小・繰延べ・見直しを実施します。

6

8
福
祉
課

●23年度
・22年度中に調査した利用実態・利用希望を踏まえ、委託料を30%削
減します。
●24年度～
・公の施設から除外し、普通財産とします。
・大規模修繕が必要な状態となるまでの期間に限って、施設の使用を
継続します。
・委託料を補助金として支出し、必要に応じて減額を検討します。

老人憩いの家
管理方法等の在り方を見直し、必要経
費を削減します。

9
福
祉
課

●23～27年度
・22年度中に調査した利用実態・利用希望を踏まえ、統廃合を進めま
す。
・廃止した施設について、売却を進めます。

在り方を見直し統廃合を進めます。ゲートボール場

今後の
検討に

よるため
未計上

●23年度
・特別職の給料・期末手当について、市長、副市長を30%、教育長を
15%削減します（24年度以降の削減は別途検討します。）。
●23～27年度
・一般職の給料・諸手当について卖年度当たり4.5～5億円規模の削減
を実施します。削減の内容については、今後検討します。

定員適正化

●23年度
・第5次定員適正化計画を策定します。
●23～27年度
・職員数を適正化します（一般行政職、消防職、保育士教諭職、技能
労務職）。
※22年度実績530人→27年度見込み465人（65人削減）【医療職を除
く。】
※効果額は消防職、保育士教諭職を除く。

職員給与を削減します。

【別表】

目標効果額
取組概要

通
番

主　 な

担当課取組項目 取組内容

職員給与
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常滑市行財政再生プラン２０１１取組項目

年度 （千円）

H23 486

H24 486

H25 486

H26 486

H27 486

計 2,430

H23 33,439

H24 72,184

H25 80,854

H26 108,414

H27 149,754

計 444,645

H23 1,200

H24 1,200

H25 1,200

H26 1,200

H27 1,200

計 6,000

H23 25,160

H24 30,500

H25 37,390

H26 37,390

H27 44,280

計 174,720

H23 0

H24 0

H25 0

H26 7,212

H27 7,212

計 14,424

H23 0

H24 0

H25 0

H26 7,906

H27 7,906

計 15,812

通
番

主　 な

担当課取組項目 取組内容

【別表】

目標効果額
取組概要

19

生
涯
学
習
課

図書館
（本館・分館）

●23～25年度
・適正配置を検討します。
●26年度
・公民館の関係団体等による指定管理について検討することなどに
よって、より効果的・効率的な指定管理を目指し、指定管理料の削減
に取り組みます。
・公民館の適正配置の検討結果を踏まえ、統廃合を実施します。

指定管理料を見直し、必要に応じて統
廃合を進めます。

市民文化会館

指定管理料を見直し、必要に応じて統
廃合を進めます。公民館

17

生
涯
学
習
課

●23～25年度
・市民文化会館を継続し、より効果的・効率的な管理・運営を進めま
す。
●26年度
・関係団体等による指定管理について検討することなどによって、より
効果的・効率的な指定管理を目指し、指定管理料の削減に取り組みま
す。

●23～25年度
・適正配置を検討します。
・関係団体等による指定管理など、より効果的・効率的な管理・運営方
法等を検討します。
●26年度
・検討結果を踏まえ、統廃合等を実施します。

指定管理者・指定管理料を見直しま
す。

生
涯
学
習
課

18

16

消
防
本
部

●23年度
・空港出張所を日勤体制に改め、夜間の事案は本署で対応します。
●24年度
・消防本部庁舎の移転新築に合わせ、北出張所を廃止し、その機能を
本署に統合します。

消防出張所 体制・配置を見直します。

15

商
工
観
光
課

観光施設

●23～25年度
・観光プラザについて、観光協会を指定管理者とし、一部スペースは民
間による活用を検討します。
・観光案内所の在り方を検討します。
・登窯広場について、民間の活力を活用した利用方法等を検討しま
す。
・廻船問屋瀧田家について、ボランティアの活用など、施設の魅力向上
に向けた取組を検討します。

観光プラザ、登窯広場、廻船問屋瀧田
家の在り方を見直します。

陶業・陶芸関係施設

商工会館、陶磁器会館の在り方を見
直します。商工振興施設

13

商

工

観

光

課

・

生

涯

学

習

課

●23年度
・陶芸研究所敷地内に研究研修棟を改築します（陶業試作訓練所移
転事業基金を活用）。
・職員の一元管理を開始します。
●24年度
・新体制で陶業陶芸の振興を開始します。

●23年度
・商工会館について、公の施設から除外し、商工会議所へ貸与しま
す。
・陶磁器会館について、公の施設から除外し、使用団体へ貸与しま
す。

陶芸研究所、陶業試作訓練所、民俗
資料館の在り方を見直します。

商
工
観
光
課

14

12

こ
ど
も
課

●23～27年度
・児童育成クラブの実施場所として小学校での可能性を検討するととも
に、その実施に合わせて統廃合を検討します。

児童館 施設の統廃合を検討します。

11

こ
ど
も
課

幼・保育園

●23年度
・青海保育園を認定こども園に変更します。
・大野保育園、常滑北保育園、三和東幼稚園を廃止します。
・小鈴谷北保育園を小鈴谷保育園と名称変更します。小鈴谷单保育園
を廃止して小鈴谷保育園の分園とします。
・西浦北、西浦中保育園を民営化します。
●24年度
・西浦北、西浦中保育園を統合し、民間の認定こども園とします。

『常滑市幼・保育園の再編等計画』に
基づき統廃合・民営化を実施します。

利用実態に合わせて統廃合するととも
に、アダプトプログラムを活用します。

児童遊園・
ちびっ子広場

●22年度
・利用頻度が低く、代替施設があるものを廃止します（児童遊園2か所
→多屋、蒲池、ちびっ子広場1か所→桧原）
●23年度～27年度
・利用頻度が低い施設を廃止します。
・廃止した施設について、売却を進めます。

こ
ど
も
課

10

今後の
検討に

よるため
未計上

今後の
検討に

よるため
未計上

今後の
検討に

よるため
未計上

今後の
検討に

よるため
未計上
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常滑市行財政再生プラン２０１１取組項目

年度 （千円）

◆Ｄ　事務事業◆

H23 2,237

H24 2,237

H25 2,237

H26 2,237

H27 2,237

計 11,185

H23 640

H24 630

H25 620

H26 610

H27 600

計 3,100

H23 2,300

H24 3,000

H25 3,000

H26 3,000

H27 3,000

計 14,300

H23 2,575

H24 2,575

H25 11,400

H26 17,704

H27 17,704

計 51,958

H23 8,389

H24 8,389

H25 8,389

H26 8,389

H27 8,389

計 41,945

H23 0

H24 2,236

H25 2,236

H26 2,236

H27 2,236

計 8,944

今後の
検討に

よるため
未計上

22

交
通
防
災
課

賃金卖価を引き下げ、勤務時間を短
縮します。交通指導員

●23年度
・賃金卖価を引下げます。
・午後の勤務時間を短縮します。

21

市
民
窓
口
課

連絡所 廃止し、代替策を実施します。

●23年度
・23年12月末で廃止します。
●23年度～
・24年1月から平日に毎週1回、関係課の窓口業務を延長します。
・年度末、年度始めの閉庁日について、一定時間関係課の窓口業務
を実施します。

今後の
検討に

よるため
未計上

こ
ど
も
課

23
福
祉
課

24

今後の
検討に

よるため
未計上

分担金を削減します。

●23年度
・常滑武豊衛生組合の手数料値上げに伴い、市が支払う分担金を削
減します（7月～）。

敬老金

●23年度
・100歳以上への支給を廃止します。
・99歳への支給額を、1回2万円から1万円に減額します。

支給内容を見直します。

効果額はNo.34
に計上

生
活
環
境
課

●23年度：以下の取組によって家庭ごみの減量化を推進します。
・ごみ処理の費用負担について周知します。
・ごみ減量化推進市民会議（仮称）を設置します。
・市内に一ケ所家庭ごみリサイクル用のストックヤードを設置します。

●23年度
・引き続き全小学校区で実施し、可能な限り小学校敷地内で実施でき
るよう検討を進めます。

児童育成クラブ
全小学校区で実施し、実施場所につ
いて検討します。

家庭ごみの減量化を推進します。

契約内容を見直します。

家庭ごみ25

26

生
活
環
境
課

事業系ごみ

27

学
校
教
育
課

小中学校授業用パ
ソコン

●25年度
・リース契約の内容を見直し、経費を削減します。

28

学
校
教
育
課

●23年度
・全体事業費を10%削減します。
・事業費を各学校の実態に合わせて柔軟に支出する仕組みを作りま
す。

学校教育関係事業
事業費の柔軟な支出を可能にして全
体事業費を削減します。

29

生
涯
学
習
課

●24年度
生涯学習指導員を廃止し、業務は生涯学習課職員で対応します。

廃止します。

生涯学習指導員
（青尐年体験活動
支援センター）

【別表】

目標効果額
取組概要

通
番

主　 な

担当課取組項目 取組内容

●23年度～
・人口の増加、市域全体の人口の偏在を考慮し、適正な小中学校の
配置を検討します。 学

校
教
育
課

20 小中学校
人口の変化や偏在に対応し適正な学
校配置を検討します。
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常滑市行財政再生プラン２０１１取組項目

年度 （千円）

H23 0

H24 1,698

H25 1,698

H26 1,698

H27 1,698

計 6,792

H23 1,602

H24 1,602

H25 1,602

H26 1,602

H27 1,602

計 8,010

H23 8,712

H24 8,902

H25 8,902

H26 8,902

H27 8,902

計 44,320

H23 0

H24 150,000

H25 150,000

H26 150,000

H27 150,000

計 600,000

◆Ｅ　イベント・行事等◆

H23 6,539

H24 6,539

H25 6,539

H26 6,539

H27 6,539

計 32,695

H23 -40

H24 272

H25 272

H26 272

H27 272

計 1,048

H23 2,523

H24 2,523

H25 2,523

H26 2,523

H27 2,523

計 12,615

H23 600

H24 804

H25 854

H26 904

H27 1,004

計 4,166

●26年度
・公民館の統廃合に合わせて、生涯学習指導員を削減します。

生
涯
学
習
課

30 人員を削減します。
生涯学習指導員
（公民館）

今後の
検討に

よるため
未計上

31

生
涯
学
習
課

放課後子ども教室

●24年度
・事業を廃止します。

廃止します。

32
体
育
課

●23年度
・1人1回当たり3,000円の謝金を1,000円に減額します。

中学校部活動指導員 謝金を減額します。

福
祉
課
・
こ
ど
も
課

●23年度
・重度心身障害者介護者手当を廃止します。
・心身障害者手当を10%削減します。
・市遺児手当の支給対象期間を5年間に限定します。

支給内容を見直します。市卖独の諸手当

●23年度～
・家庭ごみの有料化を検討します。
・各施設の使用料を引上げます。
・放課後児童育成クラブ保育料を引上げます。
・保育料を引上げます。

受益者負担の見直し 各種受益者負担について見直します。

33

財
政
課

●23年度
・事務事業の総見直しを実施します。
・審議会委員等の報酬を見直します。
・国際化推進事業、男女共同参画推進事業を見直します。
・区長会懇親会の在り方を見直します。
・市政モニターを廃止します。
・旧常滑高等学校の活用について中止を含めて見直します。

事務事業を総見直しし、事業費を削減
します。

34

その他の事務事業

財
政
課

廃止します。

35

今後の
検討に

よるため
未計上

●23年度
・市主催の敬老会を廃止します。

36
福
祉
課

敬老会

生
涯
学
習
課

●23年度
・市美術展について協賛者を募ります。
●24年度
・現代美術展を当面休止します。
●25年度
・収蔵美術品展を当面休止します。

38
体
育
課

●23年度
・市主催の市民運動会を廃止します。

36

37 市の３美術展
市美術展、現代美術展、収蔵美術品
展の在り方を見直します。

財
政
課

その他の
イベント・行事等

39

●23年度～
・その他のイベント・行事の開催方法等を見直します。
○見直し事業
戦没者追悼式、成人式、公民館まつり、伝統芸能囃子発表会、東海尐
年尐女レスリング選手権大会、前田杯卓球大会開催費

内容を見直し経費を削減します。

【別表】

目標効果額
取組概要

通
番

主　 な

担当課取組項目 取組内容

廃止します。市民運動会
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常滑市行財政再生プラン２０１１取組項目

年度 （千円）

◆Ｆ　補助事業◆

H23 3,760

H24 3,760

H25 3,760

H26 3,760

H27 3,760

計 18,800

H23 400

H24 400

H25 400

H26 400

H27 400

計 2,000

H23 0

H24 0

H25 0

H26 0

H27 0

計 0

H23 1,153

H24 1,159

H25 1,165

H26 1,171

H27 1,177

計 5,825

H23 310

H24 310

H25 310

H26 310

H27 310

計 1,550

H23 3,200

H24 3,200

H25 3,200

H26 3,200

H27 3,200

計 16,000

H23 708

H24 708

H25 708

H26 708

H27 708

計 3,540

H23 6,873

H24 7,361

H25 8,668

H26 10,186

H27 10,120

計 43,208

◆Ｇ　収入増加策◆

H23 39,000

H24 78,000

H25 117,000

H26 141,000

H27 165,000

計 540,000

H23 1,500

H24 1,500

H25 1,500

H26 1,500

H27 1,500

計 7,500

ふるさと納税額を増やします。

市税収納率を向上させます。

市交通安全推進協
議会補助金

通
番

主　 な

担当課取組項目 取組内容

【別表】

目標効果額
取組概要

49
企
画
課

●23年度
・これまでにない新たなＰＲを実施し、ふるさと納税額を増やします。

ふるさと
納税制度

48
税
務
課

●23年度
・市税滞納者への督促を強化し、納税意識のない場合は差押えを積
極的に実施します。
●23～25年度
・愛知県知多地方税滞納整理機構へ参加し、収納率の向上に努めま
す。
※収納率実績/21年度：94.3%
※収納率向上目標/25年度：95.6%、27年度：96.0%

市税収納率

47
財
政
課

その他
補助金

体
育
課

●23年度
・補助金額を20%削減します。

●23年度
・各種補助金について見直しを実施します。

補助金額を削減します。
市体育協会
補助金

補助対象事業を見直し、補助金額を
削減します。

45

46

商
工
観
光
課

●23年度
・市の一般財源からの支出を特定財源（陶業陶芸振興事業基金）に変
更し、補助金を削減します。

市農業振興祭
補助金

●23年度
・ＪＡとの共催事業であることから、補助金を負担金に変更します。
・負担金額について事業収益相当分を削減します。

常滑焼まつり
補助金

財源を見直します。

福
祉
課

市遺族連合会
補助金

44

農
業
水
産
課

在り方を見直し、削減します。

補助対象事業を見直し、補助金額を
削減します。

43

●23年度
・補助対象事業を見直します。
・補助金額を削減し、補助金額を会員1人当たり年間600円とします。

新築・改築の補助金を一時休止しま
す。

公会堂等補助金
（新築・改築）

市
民
協
働
課

●23年度
・補助金額を20%削減します。

まちづくり事業費
補助金

補助金額を削減します。

42

市
民
協
働
課

●23年度
・公会堂の新築・改築に係る補助金を当面休止します。
※「修繕」に係る補助金は継続実施します。

41

●23年度
・事業内容を見直し、補助金額を削減します。
・子どもを守る会について、事業内容を見直し、補助金額を削減すると
ともに、市から直接補助金を支出します。

在り方を見直し、減額します。40

交
通
防
災
課
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常滑市行財政再生プラン２０１１取組項目

年度 （千円）

◆H　行政組織等

新たな広告媒体等を検討します。

企業誘致
算定困難なため

未計上
中部臨空都市及び内陸部の企業誘致
を推進します。

53

その他の
収入増加策
の検討

企
業
立
地
推
進
室

●23年度
・常滑港りんくう地区の活性化によって新たな賑わいを生み出し、企業
誘致を推進します。
・引き続き、内陸部の企業誘致に努めます。また、新たな工業用地の
開発を進めます。

51
算定困難なため

未計上

下
水
道
課

公共下水道・農業
集落排水使用料確
保

職員研修、人事交流の在り方を見直し
ます。

財
政
課

●23年度～
・新規供用開始地区について、重点的に接続のＰＲを実施します。
・既供用地区に重点地区を指定して、未加入世帯等へ接続のＰＲを実
施します。
・指定業者に接続のＰＲを依頼します。
※接続率実績　22年度：59%
※接続率目標　23年度：60%、24年度：62%、25年度：63%、26年度：
65%、27年度：66%

計画どおりの繰入
金額を確保するこ
とを目標とするた
め、効果額として

は未計上

今後の
検討に

よるため
未計上

算定困難なため
未計上

算定困難なため
未計上

52

●23年度～
・新たな広告媒体への導入可能性を検討し、可能なものについて導入
します。
・市有財産の有効な処分・活用を進めます。

行政組織

●24年度
・市民ニーズの多様化、社会情勢の変化、地方分権改革の進展、職員
減への対応など様々な状況に対応するため、行政組織に大部課制を
導入します。

54

職
員
課

●23年度
・民間企業、他団体との人事交流を通じた効果的な職員研修の導入
可能性について検討します。
・新職員に対する研修を充実・強化します。

企
画
課

行政組織を見直します。

職員研修
・人事交流

【別表】

目標効果額
取組概要

55

●23年度～
・『第3次常滑競艇経営合理化計画』を推進し、一般会計への一定の
繰入金を確保します。
・ナイターレースの導入について検討します。
・電話投票、外向発売所等の在り方を見直し、戦略的に売上げを向上
させます。
・従事員の削減など運営経費の削減に努めます。

接続率を上げることで、使用料収入を
増やします。

通
番

主　 な

担当課取組項目

競
艇
・
経
営
企
画
課

50

常滑競艇
（繰入金）

取組内容

繰入金を確保します。
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《参考資料》 

１ 市税・競艇事業収入の推移 

 市税、競艇事業収入の決算額の推移は、以下のグラフのとおりです。30 年前の昭和

55 年度では、競艇事業収入が市税収入を上回っていました。その後も平成 10 年度頃

までは、競艇事業収入が市税収入の 1/2 程度あり、市の歳入を支えてきました。 

0

20

40

60

80

100

120

140

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

億円
市税・競艇事業収入の推移 市税収入

競艇収入

 

 

２ 市債残高の推移 

 全会計を合計した市債残高の推移は、以下のグラフのとおりです。公共下水道の建

設が始まった平成７年度から、特別会計の市債残高が増え始め、空港関連事業が本格

的に始まった平成 12 年度以降は、一般会計、特別会計ともに、市債残高が急激に上昇

しています。 

市債残高の推移

0
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400

500

600

H2 H7 H12 H17 H22

億円

企業会計

特別会計

一般会計

 

３ 下水道基金残高の推移 

 
（単位：百万円）

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

当該年度末残高 3,830 3,440 3,050 2,660 3,050 2,660

（うち、現金） (1,161) (1,161) (1,161) (1,161) (1,161) (1,161)

（うち一般会計繰入運用金） (2,669) (2,279) (1,889) (1,499) (1,109) (719)
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４ 事業仕分け結果に係る市の検討結果 

 

 平成２２年８月７日及び８日に実施した「常滑市事業仕分け」の対象となった１９項目３０事

業につきまして、その判定結果を踏まえて「常滑市行政改革推進本部（※）」で検討した結果及

び市の考え方は以下のとおりです。 

（※）常滑市行政改革推進本部： 

市長以下幹部職員で構成する市の内部組織で、行政改革に関する検討組織 

 

○表の見方 

 ・【表上段】：事業仕分けの「NO.」、「項目」、「事業名」、仕分けの判定時の「票数」、「判定結果」、

投票用紙に記載された「事業仕分けでの主なコメント」 

 ・【表下段】：仕分けの判定結果を踏まえて行政改革推進本部で検討した「市の検討結果」、検討

結果に係る「市の考え方」 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

1 
多屋線 

道路改良事業 

多屋線 

道路改良事業 

廃止１ 

改善５ 

継続１ 

改善 
財政状況が好転するまで凍結。地域

住民への十分な説明等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
事業実施中で、地権者の土地・建物の権利に制限が生じていることから、

年度ごとの事業費を圧縮して継続する。 

（プラン取組項目 NO.3） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

2-1 
公共 

下水道事業 

公共下水道 

汚水処理事業 

廃止３ 

改善４ 
改善 

財政が健全化するまで凍結。事業量

の抑制を検討、接続率向上対策、合併浄

化槽での対応等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 

補助金の返還が発生しないよう最小限の事業ペースを維持することとし、１

年当たりの整備面積を13haから 5haに縮小し、年度ごとの事業費を圧縮して

継続する。 

（プラン取組項目 NO.5） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

2-2 
公共 

下水道事業 

公共下水道 

雨水処理事業 
改善７ 改善 

事業のペースを落とし、緊急度に応じ

て優先順位を定めた事業実施を検討等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
汚水整備事業に合わせて事業量を半分以下に抑制するとともに、浸水対

策上、緊急度の高い地区については、優先的に整備を進める。 

（プラン取組項目 NO.6） 
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NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

3 
常滑駅周辺土地

区画整理事業 

常滑駅周辺 

土地区画整理

事業 

廃止１ 

改善６ 
改善 

凍結（多数意見）、事業の見直し、事業

費の削減、事業コンセプトの明確化等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
事業実施中で、地権者の土地・建物の権利に制限が生じていることから、

年度ごとの事業費を圧縮して継続する。 

（プラン取組項目 NO.4） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

4 交通指導員 
交通指導員配

置事業 

廃止３ 

改善４ 
改善 

地域、各団体との関わりを検証。時給

の見直し等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 

 現在、各小学校当たり 1名、計９名の交通指導員の配置人数については、

必要最低限の人員であるとの認識から現状を維持する。一方で、時間当たり

の人件費単価と配置時間を見直すことで、経費削減に努める。 

（プラン取組項目 NO.22） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

5 家庭ごみ 

・収集運搬事業 

・減量化推進事業 

・資源化事業 

・処理事業 

改善７ 改善 

コスト意識を持つ。ごみ減量化につい

て戦略的に具体的方策等の検討・実施。

ごみ減量教育の推進、ＰＲ方法の改善、

ごみ有料化の検討等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
ごみの分別を推進し減量化を図る取組を進めながら、ごみの有料化につ

いても検討する。 

（プラン取組項目 NO.25） 
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NO. 項目 事業名 票数 判定結果 主なコメント 

6 
陶業・陶芸関係

施設 

陶業試作訓練所 

管理運営事業 

廃止３ 

民営１ 

改善３ 

改善 統合等 

陶芸研究所 

管理運営事業 

民営２ 

改善５ 
改善 

統合等。施設の設置目的をはっきりさ

せる等 

民俗資料館 

管理運営事業 

廃止２ 

民営２ 

改善３ 

改善 
統合等。目的の明確化、有料化による

サービスの向上等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
効率的な施設運営を目指し、３施設の一体的・効率的管理に向けて、関係

者で協議する。 

（プラン取組項目 NO.13） 

 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

7 商工振興施設 

商工会館管理

運営事業 

廃止２ 

民営１ 

改善３ 

他 １ 

改善 
まず、法的問題の解決を。無償譲渡や

賃貸を検討等 

陶磁器会館 

管理運営事業 

廃止１ 

民営３ 

改善２ 

継続１ 

民営化 
まず、法的問題の解決を。その上で、

民営化を検討等 

市の検討結果 市の考え方 

（商工会館） 

改善 

商工会館は、施設利用者が一部の団体や関係者に概ね限られることか

ら、施設を関係団体へ貸与する方向で協議する。 

（プラン取組項目 NO.14） 

（陶磁器会館） 
改善 

陶磁器会館は、やきもの散歩道の出発地点でもあることから、１階は観光

機能の強化に取り組むとともに、２・３階は関係団体と利用方法等を検討す

る。 

（プラン取組項目 NO.14） 
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NO. 項目 事業名 票数 判定結果 主なコメント 

8 観光施設 

観光プラザ 

管理運営事業 

廃止４ 

民営１ 

改善２ 

廃止 
場所を再考し、費用対効果を検証すべ

き。陶磁器会館を含めた役割の見直し等 

登窯広場 

管理運営事業 

民営２ 

改善３ 

継続２ 

改善 
民営化も検討。飲食、ショップ他民間の

アイデアを。他施設を含めた一体的な管

理の検討等 

廻船問屋瀧田

家管理運営事

業 

民営３ 

改善３ 

継続１ 

民営化 
利用制限をゆるめ、広く一般からアイ

デアを募り、民営化して活用等 

市の検討結果 市の考え方 

（観光プラザ） 

改善 

平成 23 年度から新たな指定管理者（観光協会）を指定し、効果的・

効率的な運営に努め、合わせて在り方を検討する。 

（プラン取組項目 NO.15） 

（登窯広場） 

改善 

 民間活力を活用できる利用方法等を検討する。 

（プラン取組項目 NO.15） 

（廻船問屋瀧田家） 

改善 

ボランティアの活用の検討、施設の魅力向上に向けた新たな取組を検

討する。 

（プラン取組項目 NO.15） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 主なコメント 

9 消防出張所 

消防署北出張所

管理事業 

廃止１ 

改善４ 

継続２ 

改善 
広域化の中で、在り方を検討。出動件

数に応じた体制を検討等 

消防署单出張所

管理事業 

廃止１ 

改善４ 

継続２ 

改善 同上 

消防署空港出張

所管理事業 

廃止４ 

改善３ 
廃止 

本署の充実や空港会社との連携で対

応等 

市の検討結果 市の考え方 

（北出張所） 
廃止／統合 

 平成２４年度の新消防本部庁舎への移転により北出張所を統合し、効

率的な車両運用・人員配置等を行う。 

（プラン取組項目 NO.16） 

（南出張所） 
継続 

現在の最小限の人員による運用を継続する。 

（プラン取組項目 NO.16） 

（空  港） 
改善 

社会的な影響を考慮して、施設は廃止せずに継続することとし、一方

で、効率的な運用を図るため、原則、日勤対応に変更することで人員配

置を見直しする等改善を図る。 

（プラン取組項目 NO.16） 

 



 

 

29 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

10 
図書館 

(本館・分館) 

図書館 

管理運営事業 
改善７ 改善 

３分館を廃止して本館に機能を集約

(多数意見)。基本的な運営の見直し等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 

現本館では、分館の本を収蔵することが不可能なため、また、分館のみを

閉鎖しても財政効果が見込まれないため、３公民館の施設が継続する間は

原則継続とし、今後は公民館の統廃合とあわせて検討を深める。 

（プラン取組項目 NO.19） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

11 公民館 
公民館 

管理運営事業 

廃止１ 

民営１ 

改善５ 

改善 
公民館の統合・集約の検討、証明窓口

の本庁一本化、地区等への委託等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 

現指定管理期間（～H25）は、現在の管理体制を維持しながら、市民団体

等による指定管理など、より効果的・効率的な管理・運営方法等や、適正配

置について検討する。２６年度は、検討結果を踏まえ、統廃合等を実施する。 

（プラン取組項目 NO.18） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

12 市民文化会館 
市民文化会館 

管理運営事業 

廃止６ 

改善１ 
廃止 

他施設の有効利用を検討。再開につ

いては財政改善時に判断等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 

施設を廃止した場合に発生する指定管理者への違約金をはじめ、市民へ

の影響、再開想定時の大規模改修費用、代替施設等を総合的に検討した

結果、現指定管理期間（～H25）は、現在の管理体制を維持しながら継続し、

将来的には市民団体等による管理の可能性など効率的な運営方法を検討

する。 

（プラン取組項目 NO.17） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

13 敬老会 
敬老会 

開催事業 

廃止４ 

改善３ 
廃止 

現在のやり方では無理が生じてくる。

敬老の意の別の表現方法等を考えるべ

き等 

市の検討結果 市の考え方 

廃止 
当日の参加状況や市が主催することの意義等を検討した結果、市主催の

敬老会は廃止とする。 

（プラン取組項目 NO.36） 
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NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

14 市民運動会 
市民運動会 

開催事業 

廃止２ 

民営４ 

継続１ 

民営化 
地域等の主催へとシフトし、市が一定

の補助をするべき、補助額も減額を検討

等 

市の検討結果 市の考え方 

廃止 
当日の参加状況や市が主催することの意義等を検討した結果、市主催の

市民運動会は廃止とする。 

（プラン取組項目 NO.38） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

15 
市交通安全推進

協議会 

市交通安全推

進協議会 

補助事業 

廃止２ 

改善５ 
改善 

協議会の事業、組織、補助額の見直

し。事業開始時からの成果の検証等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 

交通安全推進協議会や子どもを守る会は、交通安全の推進を図る上で必

要な組織であることから、事業や活動内容を見直すことで経費の削減を図る

とともに、補助金の支出方法も適切な形に見直す。 

（プラン取組項目 NO.40） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

16 市遺族連合会 
市遺族連合会 

補助事業 

廃止１ 

改善６ 
改善 

団体補助から事業費補助へ切り替え、

補助金額を削減等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
活動内容や補助対象経費を精査し、行政として補助することが適切な事

業を対象とした補助とする。 

（プラン取組項目 NO.43） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

17 市農業振興祭 
市農業振興祭 

補助事業 

廃止３ 

改善４ 
改善 

収益を運営費に充て、ＪＡが主体となっ

て実施。他の方法で名産品ＰＲを等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 

補助額を一部削減するが、行事の運営については、行政としての農業振

興の立場もあることから、引き続き JA と市との共催を継続する。その他、市も

主催者であることから、補助金としての支出方法を見直す。 

（プラン取組項目 NO.44） 
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NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

18 
常滑焼まつり 協

賛会 

常滑焼まつり 

協賛会 

補助事業 

改善７ 改善 
まつりの目的・方法を再考。収益があ

るので、補助金を減額。民間のノウハウ

に学ぶ等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
補助金の支出方法について、一般財源から特定財源（陶業陶芸振興事業

基金）の支出とし、補助金を減額する。 

（プラン取組項目 NO.45） 

 

NO. 項目 事業名 票数 判定結果 事業仕分けでの主なコメント 

19 市体育協会 
市体育協会 

補助事業 

改善６ 

継続１ 
改善 

団体補助から事業費補助へ移行。補

助額を削減等 

市の検討結果 市の考え方 

改善 
公共性が高い活動状況を十分考慮した上で、補助金の削減率を定める。 

（プラン取組項目 NO.46） 
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